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メ
ガ
バ
ン
ク
Ｆ
Ｇ
の
業
務
変
容
と
収
益
低
迷
の
ジ
レ
ン
マ

中
野　

瑞
彦

は
じ
め
に
―
問
題
意
識

　

邦
銀
メ
ガ
バ
ン
ク
は
二
〇
〇
〇
年
代
初
頭
に
都
市
銀
行
の
合
併
に
よ
っ
て
誕
生
し
、
そ
の
後
金
融
持
ち
株
会
社
体
制
に
移
行
す
る

中
で
、
銀
行
、
証
券
、
信
託
、
海
外
銀
行
な
ど
を
抱
え
る
金
融
グ
ル
ー
プ
に
発
展
し
て
き
た
。
し
か
し
、
日
本
で
の
平
成
不
況
下
の

長
期
金
融
緩
和
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
世
界
的
な
大
幅
金
融
緩
和
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
に
伴
う
金
融
緩
和
の
長
期
化
に
よ
っ

て
、
金
融
グ
ル
ー
プ
の
収
益
環
境
は
二
〇
年
余
り
に
わ
た
っ
て
厳
し
い
時
代
が
続
い
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
過
去
二
〇
年
間
、
特
に
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
メ
ガ
バ
ン
ク
・
グ
ル
ー
プ
の
業
容
の
変
化
を
踏
ま
え
た
上
で
、

日
本
銀
行
に
よ
る
異
次
元
金
融
緩
和
や
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
が
メ
ガ
バ
ン
ク
・
グ
ル
ー
プ
の
業
績
に
与
え
て
い
る
影
響
に
つ
い
て
検

証
し
、
今
後
の
課
題
を
明
ら
か
に
す
る
。

１　

メ
ガ
バ
ン
ク
・
グ
ル
ー
プ
の
業
務
内
容

（
１
）
Ｆ
Ｇ
の
業
務
内
容

　

邦
銀
メ
ガ
バ
ン
ク
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
（
以
下
、「
Ｆ
Ｇ
」）
傘
下
の
子
会
社
は
、
銀
行
業
を
営
む
子
会
社
群
と
、
信

託
銀
行
を
営
む
子
会
社
群
、
証
券
業
務
を
営
む
子
会
社
群
、
そ
の
他
業
務
（
証
券
業
務
や
リ
ー
ス
業
な
ど
）
を
営
む
子
会
社
群
に
大

別
で
き
る
（
１
）。

こ
の
う
ち
大
半
は
Ｆ
Ｇ
の
連
結
対
象
で
あ
る
が
、
一
部
は
持
分
法
適
用
関
連
会
社
で
あ
る
。
更
に
銀
行
業
務
を
営
む
子



（46）

会
社
群
は
、
銀
行
（
メ
ガ
バ
ン
ク
）
の
下
に
子
会
社
群
を
形
成
す
る
と
い
う
三
層
構
造
を
形
成
し
て
い

る（２
）。

例
え
ば
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
Ｆ
Ｇ
傘
下
の
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
は
、
タ
イ
の
ア
ユ
タ
ヤ
銀
行
や
中
国
の
Ｍ

Ｕ
Ｆ
Ｇ
銀
行
な
ど
を
連
結
子
会
社
と
し
、
ａ
ｕ
じ
ぶ
ん
銀
行
や
中
京
銀
行
を
持
分
法
適
用
関
連
会
社
と

し
て
い
る
。

　

Ｆ
Ｇ
傘
下
の
子
会
社
の
業
務
分
野
の
分
類
は
そ
れ
ぞ
れ
の
Ｆ
Ｇ
に
よ
っ
て
異
な
る
が
、
主
と
し
て
対

象
顧
客
や
事
業
内
容
に
よ
り
全
体
を
通
し
て
セ
グ
メ
ン
ト
化
さ
れ
て
い
る
。
中
小
法
人
や
個
人
を
対
象

と
す
る
リ
テ
ー
ル
部
門
、
大
企
業
を
対
象
と
す
る
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
バ
ン
キ
ン
グ
部
門
、
海
外
事
業
を

対
象
と
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
部
門
、
金
融
・
証
券
マ
ー
ケ
ッ
ト
を
対
象
と
す
る
市
場
営
業
部
門
な
ど
で
あ

る
。
表
１
は
、
各
Ｆ
Ｇ
の
セ
グ
メ
ン
ト
部
門
を
示
し
て
い
る
。

（
２
）
Ｆ
Ｇ
の
収
益
勘
定
構
成

　

Ｆ
Ｇ
の
収
益
勘
定
は
、
主
に
①
資
金
運
用
収
支
、
②
信
託
報
酬
、
③
役
務
取
引
等
収
支
、
④
特
定
取

引
等
収
支
、
⑤
そ
の
他
業
務
収
支
で
あ
る
。
こ
の
合
計
が
連
結
業
務
粗
利
益
と
な
り
、
こ
れ
に
持
分
法

損
益
を
加
算
し
、人
件
費
や
物
件
費
な
ど
の
営
業
経
費
を
差
し
引
い
た
も
の
が
連
結
業
務
純
益
で
あ
る
。

こ
れ
に
特
別
損
益
等
を
加
え
て
当
期
利
益
を
算
出
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
Ｆ
Ｇ
の
事
業
上
の
営
業
力
を

判
断
・
評
価
す
る
に
は
こ
の
連
結
業
務
純
益
が
重
要
な
指
標
で
あ
る
。

　

Ｆ
Ｇ
内
の
業
態
ご
と
に
、
こ
の
収
益
勘
定
内
の
主
要
項
目
が
異
な
る
。
例
え
ば
、
銀
行
単
体
の
Ｂ
Ｋ

で
あ
れ
ば
、
資
金
運
用
収
支
の
う
ち
の
貸
出
金
や
有
価
証
券
、
役
務
取
引
等
収
支
の
う
ち
の
預
金
・
貸

表１　FG３社の事業セグメント（2021年３月期）

MUFG 法人・リテール、コーポレート・バンキング、グローバルCIB（コーポレート・
インベストメント・バンキング）、グローバル・コマーシャル・バンキング、
市場、その他

SMFG ホールセール、リテール、グローバル、市場営業、本社管理
MHFG リテール・事業法人、大企業・金融・公共法人、グローバル・コーポレート、

グローバル・マーケッツ、アセット・マネジメント、その他
（資料）本稿の表、図のデータは全て各社有価証券報告書による。
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出
業
務
が
主
要
項
目
で
あ
る
。
証
券
子
会
社
で
あ
れ
ば
株
式
委
託
手
数
料
や
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
損
益
が
主
要
項
目
と
な
る
。
も
っ
と

も
近
年
で
は
収
益
面
か
ら
見
た
場
合
の
主
要
項
目
に
変
化
が
生
じ
て
お
り
、
Ｂ
Ｋ
で
は
金
利
低
下
を
背
景
に

貸
出
金
の
比
重
が
低
下
す
る
一
方
で
、
役
務
取
引
等
収
支
や
特
定
資
産
取
引
収
支
等
の
比
重
が
高
ま
っ
て
い

る
。
こ
う
し
た
変
化
に
よ
り
、
Ｆ
Ｇ
内
で
の
業
務
の
重
要
性
に
つ
い
て
将
来
的
に
認
識
が
変
わ
っ
て
い
く
可

能
性
が
あ
る
。

２　

業
績
比
較

（
１
）
業
容
比
較

　

Ｆ
Ｇ
三
社
の
二
〇
二
一
年
三
月
期
時
点
で
の
業
容
を
比
較
す
る
と
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
三
五
九
兆
円
と
最
大
規

模
を
誇
り
、
次
い
で
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
二
四
三
兆
円
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
二
二
六
兆
円
で
あ
る
。
総
人
員
数
（
除
く
非

正
規
人
員
）
で
は
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
一
三
・
八
万
人
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
八
・
七
万
人
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
五
・
五
万
人

で
あ
り
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
は
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
の
三
倍
以
上
の
規
模
で
あ
る
。
損
益
面
で
は
、
一
般
企
業
の
売
り
上
げ
に

あ
た
る
経
常
収
益
は
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
六
・
〇
兆
円
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
三
・
九
兆
円
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
三
・
二
兆
円

で
あ
る
。
更
に
、
営
業
経
費
等
を
控
除
し
た
後
の
経
常
利
益
は
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
一
兆
五
四
〇
億
円
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ

Ｇ
が
七
千
一
一
〇
億
円
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
五
千
三
六
〇
億
円
で
あ
り
、
損
益
面
で
は
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
の

一
・
五
倍
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
の
二
・
〇
倍
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
経
営
規
模
や
利
益
面
で
は
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
他
二

社
を
圧
倒
的
に
上
回
っ
て
い
る
が
、
Ｒ
Ｏ
Ｅ
を
二
か
年
で
見
る
と
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
三
・
二
八
％
、
四
・
七
三
％
、

Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
六
・
五
五
％
、
四
・
五
六
％
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
五
・
一
八
％
、
五
・
二
九
％
で
あ
り
、
一
時
点
な

表２　メガバンクFGの業容比較（2021年３月期）

総資産
（兆円）

子会社数
（社）

総人員数
（千人）

経常収益
（兆円）

経常利益
（億円）

ROE（％）
’20.03/’21.03

MUFG 359 516 138 6.0 10,540 3.28 / 4.73
SMFG 243 354  87 3.9  7,110 6.55 / 4.56
MHFG 226 188  55 3.2  5,360 5.18 / 5.29
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が
ら
経
営
効
率
の
点
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
下
に
お
い
て
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
最
も
安
定
し
た
業
績
を
示
し
て
い
る
。

（
２
）
業
績
比
較

　

Ｆ
Ｇ
三
社
は
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
に
海
外
拠
点
を
拡
大
し
、
業
容
が
大
き
く
変
わ
っ
て
き
た
。
欧
州
系
銀
行
が
撤
退
し
た

地
域
を
中
心
に
海
外
現
法
新
設
や
地
元
銀
行
の
買
収
・
出
資
を
通
じ
て
海
外
業
務
を
拡
大
し
た
。
同
時
に
、
国
内
の
業
務
範
囲
も
母

体
の
銀
行
業
務
に
加
え
、
証
券
業
務
や
市
場
営
業
業
務
を
拡
充
し
た
。
Ｆ
Ｇ
三
社
の
業
績
に
つ
い
て
二
〇
〇
三
年
三
月
期
以
降
の
推

移
を
見
る
と
（
図
１
）、
三
社
と
も
資
産
は
拡
大
傾
向
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
業
務
粗
利
益
は
二
〇
一
四
年
三
月
期
か
ら
二
〇

一
六
年
三
月
期
を
境
に
横
這
い
と
な
り
、
業
務
純
益
は
同
時
期
を
境
に
減
少
に
転
じ
た
。
こ
の
結
果
、
二
〇
二
一
年
三
月
期
の
業
務

純
益
の
二
〇
〇
三
年
三
月
期
に
対
す
る
比
率
は
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
〇
・
八
一
倍
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
〇
・
八
三
倍
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
〇
・
八
一

倍
と
お
よ
そ
〇
・
八
倍
ま
で
縮
小
し
た
。
こ
れ
を
、
業
務
純
益
を
総
資
産
で
除
し
た
Ｒ
Ｏ
Ａ
の
推
移
で
見
る
と
、
二
〇
二
一
年
三
月

期
は
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
〇
・
二
九
％
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
〇
・
四
五
％
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
〇
・
三
六
％
と
各
Ｆ
Ｇ
と
も
二
〇
〇
三
年
三
月
期
の
半
分
以
下

に
低
下
し
た
。
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
と
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
で
は
Ｆ
Ｇ
発
足
以
来
の
低
水
準
を
更
新
し
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
は
最
大
の
落
ち
込
み
で
〇
・
七
九
ポ

イ
ン
ト
減
少
し
た
。
総
じ
て
言
え
る
の
は
、
二
〇
〇
〇
年
代
前
半
以
降
の
金
融
環
境
は
Ｆ
Ｇ
に
逆
風
と
な
っ
て
お
り
、
収
益
面
で
の

苦
戦
が
続
い
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

３　

資
金
運
用
勘
定
の
動
向

（
１
）
資
金
運
用
勘
定
の
構
成

　

Ｆ
Ｇ
の
資
産
に
お
い
て
最
大
の
シ
ェ
ア
を
占
め
て
い
る
の
が
資
金
運
用
勘
定
で
あ
り
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
で
は
、
二
〇
〇
八
年
三
月
期
で
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図１　FG３社の業績推移
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八
九
・
六
兆
円
、
八
〇
・
〇
％
、
二
〇
二
一
年
三
月
期
で
一
四
七
・
〇
兆
円
、
六
〇
・
六
％
を
占
め
て
い
る
。
そ
の
主
な
内
訳
は
、

貸
出
金
、
有
価
証
券
、
現
金
・
預
け
金
、
特
定
取
引
資
産
で
あ
る
。
Ｆ
Ｇ
内
の
資
金
運
用
勘
定
残
高
で
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

後
の
借
入
需
要
の
減
退
と
貸
出
利
回
り
の
低
下
に
よ
り
、
貸
出
金
の
割
合
が
二
〇

〇
八
年
三
月
期
か
ら
二
〇
二
一
年
三
月
期
に
か
け
て
大
幅
に
低
下
し
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ

で
五
五
・
五
％
か
ら
直
近
で
は
三
五
・
一
％
に
低
下
し
た
（
図
２
）。
同
様
に
、

Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
で
は
四
五
・
九
％
か
ら
二
九
・
八
％
に
約
一
六
ポ
イ
ン
ト
低
下
、
Ｍ
Ｈ

Ｆ
Ｇ
で
は
約
一
五
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
た
。
銀
行
単
体
内
で
も
貸
出
金
の
割
合
は
同

様
に
低
下
し
た
。

　

代
わ
っ
て
割
合
が
上
昇
し
た
の
は
、
現
金
・
預
け
金
で
あ
り
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
と
Ｓ

Ｍ
Ｆ
Ｇ
で
は
三
〇
％
弱
に
達
し
て
い
る
。
こ
れ
は
日
銀
当
座
預
金
の
増
加
を
反
映

し
た
も
の
で
あ
る
。
一
方
、
直
近
の
有
価
証
券
の
割
合
は
国
債
残
高
の
減
少
を
反

映
し
て
二
〇
一
三
年
三
月
期
比
で
は
む
し
ろ
低
下
し
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
Ｆ
Ｇ

の
資
産
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
で
は
、
国
債
の
売
却
代
わ
り
金
を
他
の
有
価
証
券
に
宛

て
な
が
ら
も
有
価
証
券
の
全
体
に
占
め
る
割
合
は
一
定
範
囲
に
抑
え
ら
れ
て
い

る
。
つ
ま
り
、
本
来
で
あ
れ
ば
国
債
の
売
却
代
わ
り
金
を
貸
出
金
に
宛
て
る
べ
き

と
こ
ろ
を
、
貸
出
金
が
増
加
し
な
い
こ
と
か
ら
預
け
金
が
積
み
上
が
っ
て
い
る
。

貸
出
金
と
現
金
・
預
け
金
の
割
合
の
合
計
の
推
移
を
見
る
と
、
Ｆ
Ｇ
、
Ｂ
Ｋ
と
も

六
〇
％
前
後
で
安
定
し
て
お
り
、
両
勘
定
科
目
の
中
で
資
金
配
分
が
行
わ
れ
て
い

図２　SMFG資金運用勘定期末残高構成の推移
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る
。

（
２
）
銀
行
・
銀
行
以
外
の
構
成
、
国
内
・
海
外
の
構
成

　

資
金
運
用
勘
定
の
動
向
を
追
う
た
め
に
は
、
項
目
ご
と
に
国
内
・
海
外
を
区
別
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
例
え
ば
、
国
内
で
既

述
の
よ
う
に
貸
出
金
が
減
少
し
て
い
て
も
、
海
外
で
は
景
気
動
向
を
反
映
し
て
貸
出
金
が
増
加
し
て

い
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
海
外
の
運
用
残
高
の
増
加
が
、
必
ず
し
も
銀
行
業
で
生
じ
て
い
る
と

は
限
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
資
金
運
用
残
高
の
平
残
に
つ
い
て
Ｍ
Ｕ
Ｂ
Ｃ
を
例
に
、
銀
行
連
結
の
国
内

と
海
外
、
銀
行
連
結
以
外
の
国
内
と
海
外
を
抽
出
し
、
そ
の
動
向
を
比
較
す
る
（
表
３
）。

　

二
〇
〇
八
年
三
月
期
か
ら
二
〇
二
一
年
三
月
期
に
か
け
て
全
項
目
と
も
増
加
し
て
い
る
が
、
銀
行

海
外
の
増
加
が
顕
著
で
あ
る
。
銀
行
国
内
の
四
〇
％
増
に
対
し
、
銀
行
海
外
は
二
・
七
倍
の
増
加
と

な
っ
た
。
こ
れ
は
銀
行
に
よ
る
海
外
子
会
社
の
積
極
的
な
展
開
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
。
他
方
、

国
内
で
は
銀
行
以
外
の
残
高
が
二
倍
弱
に
増
加
し
た
。
即
ち
、
国
内
で
は
銀
行
以
外
の
業
務
が
拡
大

し
、
海
外
で
は
銀
行
業
務
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
結
果
と
し
て
、
内
外
を
合
計
す
る

と
、
銀
行
と
銀
行
以
外
の
資
金
運
用
平
残
の
構
成
割
合
は
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
ず
、
Ｆ
Ｇ
内
に
お
け
る

銀
行
の
比
重
は
変
わ
っ
て
い
な
い
よ
う
に
見
え
る
。
し
か
し
、
銀
行
内
の
項
目
構
成
を
国
内
、
海
外

に
分
け
る
と
、
国
内
・
海
外
と
も
に
銀
行
業
の
中
心
業
務
で
あ
る
貸
出
金
の
割
合
が
低
下
し
、
代
わ
っ

て
国
内
で
は
現
金
・
預
け
金
が
大
き
く
増
加
、
海
外
で
は
有
価
証
券
と
そ
の
他
が
増
加
し
て
い
る
。

つ
ま
り
、
Ｆ
Ｇ
内
に
お
け
る
銀
行
の
比
重
は
変
わ
っ
て
い
な
い
も
の
の
、
銀
行
内
で
変
化
が
生
じ
て

表３　MUBC資金運用残高の銀行及び銀行以外の
　　　国内・海外構成

（単位：兆円）
2008.03 2015.03 2021.03

BC国内 108.6  （62.5） 130.1  （51.2） 153.4  （52.7）
BC海外  26.6  （15.3）  60.0  （23.6）  70.7  （24.3）
BC以外国内  28.6  （16.5）  45.5  （17.9）  52.8  （18.2）
BC以外海外   9.9   （5.7）  18.7   （7.3）  14.1   （4.8）
合計 173.6 （100.0） 254.3 （100.0） 291.0 （100.0）
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い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

粗
利
益
ベ
ー
ス
で
見
る
と
こ
の
変
化
は
よ
り
鮮
明
で
あ
る
。
Ｍ
Ｕ
Ｂ

Ｃ
に
つ
い
て
業
務
粗
利
益
の
推
移
を
見
る
と
、
二
〇
〇
八
年
三
月
期
以

降
の
銀
行
全
体
の
業
務
粗
利
益
は
二
〇
一
五
年
三
月
期
ま
で
は
増
加
し

て
い
た
が
、
こ
れ
を
支
え
て
い
た
の
は
海
外
業
務
粗
利
益
で
あ
り
、
国

内
業
務
粗
利
益
は
ほ
ぼ
一
貫
し
て
減
少
傾
向
に
あ
る
（
図
３
）。
そ
の

中
で
も
資
金
利
益
（
資
金
運
用
収
支
）
が
減
少
の
主
因
で
あ
る
。
二
〇

一
九
年
三
月
期
に
や
や
回
復
し
た
も
の
の
そ
の
後
再
び
減
少
に
転
じ
、

二
〇
二
一
年
三
月
期
に
は
〇
・
五
三
兆
円
と
二
〇
〇
八
年
三
月
期
の
半

分
の
水
準
ま
で
低
下
し
た
。
一
方
、
海
外
業
務
粗
利
益
も
二
〇
一
六
年

三
月
期
以
降
は
減
少
し
、
直
近
で
は
〇
・
三
一
兆
円
と
二
〇
一
五
年
三

月
期
の
〇
・
五
二
兆
円
の
約
六
〇
％
の
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

（
３
）
有
価
証
券
残
高
の
分
布

　

有
価
証
券
は
資
金
運
用
勘
定
の
中
で
貸
出
金
に
次
ぎ
残
高
の
大
き
い

項
目
で
あ
る
。
二
〇
二
一
年
三
月
期
は
二
〇
〇
八
年
三
月
期
に
比
べ
、

Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
七
九
・
三
％
、
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
が
五
五
・
三
％
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が

二
一
・
七
％
増
加
し
た
。
直
近
の
Ｆ
Ｇ
の
有
価
証
券
残
高
の
内
外
分
布

図３　MUBKの業務粗利益の構成
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を
見
る
と
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
国
内
六
八
・
八
兆
円
、
海
外
一
一
・
二
兆
円
、
Ｓ

Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
国
内
二
九
・
四
兆
円
、
海
外
六
・
七
兆
円
、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
が
国
内
三

九
・
五
兆
円
、
海
外
四
・
二
兆
円
と
な
っ
て
お
り
、
国
内
が
八
割
以
上
と
な
っ

て
い
る
。
国
内
保
有
の
大
半
が
国
債
で
あ
り
、
Ｂ
Ｋ
が
保
有
し
て
い
る
。
一

方
、
Ｆ
Ｇ
保
有
の
株
式
残
高
は
、
持
ち
合
い
解
消
の
進
展
も
あ
り
、
直
近
で

は
現
状
維
持
な
い
し
減
少
傾
向
に
あ
る
。

（
４
）
利
回
り
の
推
移

　

既
述
し
た
よ
う
に
、
Ｆ
Ｇ
三
社
は
二
〇
一
三
年
三
月
期
辺
り
か
ら
運
用
資

産
を
拡
大
し
て
き
た
が
、
業
務
純
益
は
相
反
し
て
伸
び
悩
ん
だ
。
そ
の
原
因

は
、
既
知
の
通
り
国
内
利
回
り
の
低
下
に
あ
る
。
国
内
の
運
用
利
回
り
は
二

〇
〇
八
年
三
月
期
よ
り
運
用
・
調
達
と
も
に
低
下
し
た
が
、
調
達
利
回
り
の

低
下
が
〇
％
近
辺
の
限
界
に
達
し
た
こ
と
か
ら
、
利
回
り
差
が
縮
小
し
た
。

二
〇
一
九
年
三
月
期
に
は
運
用
・
調
達
利
回
り
と
も
に
一
時
的
に
上
昇
し
二

〇
二
〇
年
三
月
期
に
は
利
回
り
差
が
拡
大
に
転
じ
た
。
運
用
サ
イ
ド
で
は
、

有
価
証
券
の
利
回
り
が
二
〇
一
四
年
三
月
期
以
降
に
上
昇
傾
向
を
辿
っ
て
い

る
。
こ
れ
は
市
場
金
利
の
低
下
に
よ
る
債
券
価
格
の
上
昇
や
、
金
融
緩
和
の

長
期
化
に
よ
る
株
式
価
格
の
上
昇
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
新

図４　MUBC国内運用・調達の利回り差
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型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
二
〇
二
一
年
三
月
期
に
は
両
利

回
り
が
大
き
く
低
下
、
特
に
運
用
利
回
り
が
低
下
し
利
回
り
差
は47bp

と

最
低
水
準
を
更
新
し
た
（
図
４
）。

　

こ
の
利
回
り
差
の
縮
小
は
当
然
の
こ
と
な
が
ら
資
金
運
用
収
支
に
反
映
す

る
。
そ
こ
で
Ｍ
Ｕ
Ｂ
Ｃ
の
資
金
運
用
収
支
の
変
化
を
金
利
差
要
因
と
残
高
差

要
因
に
分
解
し
て
見
る
と
、
二
〇
〇
八
年
三
月
期
か
ら
二
〇
一
三
年
三
月
期

に
か
け
て
は
残
高
が
増
加
し
運
用
利
息
額
を
引
き
上
げ
た
も
の
の
、
利
回
り

の
低
下
に
よ
る
金
利
差
要
因
が
利
息
額
を
大
き
く
引
き
下
げ
た
こ
と
が
明
ら

か
で
あ
る
（
図
５
）。
そ
の
後
、
二
〇
二
一
年
三
月
期
に
か
け
、
利
回
り
低

下
に
よ
る
金
利
差
要
因
の
引
き
下
げ
効
果
は
縮
小
し
、
残
高
差
要
因
の
効
果

が
や
や
盛
り
返
し
た
。
し
か
し
、
こ
れ
以
上
の
残
高
積
み
増
し
は
相
応
の
リ

ス
ク
を
背
負
う
こ
と
に
な
る
。金
利
差
要
因
が
プ
ラ
ス
に
反
転
し
な
い
限
り
、

資
金
運
用
収
支
は
苦
し
い
状
況
が
続
く
こ
と
な
る
。

４　

役
務
取
引
等
収
支
分
析

　

国
内
業
務
粗
利
益
を
支
え
て
い
る
の
は
、
役
務
取
引
等
収
支
で
あ
る
。
金

融
緩
和
が
長
期
化
す
る
中
で
も
二
〇
〇
八
年
三
月
期
に
〇
・
二
九
兆
円
、
二

〇
一
五
年
三
月
期
に
〇
・
三
二
兆
円
と
安
定
的
に
収
益
を
維
持
し
て
い
る
項

図５　MUBC資金運用勘定利息変化額の要因分解
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目
で
あ
り
、
直
近
で
は
〇
・
二
四
兆
円
と
資
金
利
益
の
二
分
の
一
弱
の
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
役
務
取
引
等
の
中
心
は
、
預
金
・
貸

出
関
連
の
商
業
銀
行
業
務
、
為
替
業
務
な
ど
貸
出
金
業
務
と
の
関
連
性
が
高
い
。
こ
の
点
で
は
、
貸
出
金
の
減
少
は
役
務
取
引
収
支

等
の
縮
小
に
結
び
つ
く
こ
と
に
な
る
。

　

国
内
に
比
較
し
て
貸
出
金
が
増
加
し
て
い
る
海
外
の
役
務
取
引

収
支
等
が
拡
大
し
て
お
り
、
Ｆ
Ｇ
全
体
の
役
務
取
引
等
収
益
に
占

め
る
海
外
の
割
合
が
高
ま
っ
て
い
る
。
同
時
に
、
国
内
で
も
Ｆ
Ｇ

内
の
Ｂ
Ｃ
の
割
合
が
低
下
し
て
お
り
、
金
融
業
務
の
拡
大
と
と
も

に
役
務
取
引
等
の
分
野
で
も
銀
行
の
比
重
が
低
下
し
て
い
る
。
Ｍ

Ｕ
Ｆ
Ｇ
の
役
務
取
引
等
収
益
を
見
る
と
、
Ｆ
Ｇ
全
体
に
お
け
る
Ｂ

Ｃ
国
内
の
役
務
取
引
等
収
益
は
金
額
、
割
合
と
も
に
低
下
し
、
割

合
は
二
〇
〇
八
年
三
月
期
の
六
七
・
九
％
が
そ
の
後
低
下
し
て
二

〇
一
三
年
三
月
期
に
は
四
七
・
四
％
と
な
り
、
直
近
で
は
三
四
・

六
％
ま
で
低
下
し
て
い
る
。
他
方
、
Ｂ
Ｃ
海
外
の
割
合
は
二
〇
〇

八
年
三
月
期
の
一
一
・
六
％
か
ら
直
近
は
三
二
・
四
％
ま
で
上
昇

し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
見
て
く
る
と
、
近
年
で
は
役
務
取
引
等

収
支
が
業
務
粗
利
益
を
支
え
て
お
り
、
国
内
Ｂ
Ｃ
以
外
と
Ｂ
Ｃ
海

外
の
役
務
取
引
等
拡
大
が
Ｆ
Ｇ
の
業
務
粗
利
益
の
増
加
に
つ
な

が
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
既
述
し
た
よ
う
に
役
務
取
引
等
収
益
は

表４　MUFGの役務取引等収益の推移
（単位：10億円）

BC FG合計
国内（割合） 海外（割合） 国内 海外 合計

2008.03
役務取引等収益 848  （67.9） 138（11.0） 1,304 180 1,249
　商業銀行関連 225  （73.0） 103（33.4）   231 104   308
　為替 165  （90.9） 15  （8.5）   167  15   182
　保証 120（117.5） 9  （8.8）   122   9   102
　証券関連 39  （23.7） 3  （1.9）   172  22   164
2021.03

役務取引等収益 541  （34.6） 507（32.4） 1,287 674 1,566
　商業銀行関連 231  （51.9） 236（53.0）   236 240   445
　為替 144  （92.4） 13  （8.3）   145  13   155
　保証  42  （37.7） 34（30.7）   112  34   111
　証券関連  19  （10.3） 74（40.9）   106  94   181

（注）１． 役務取引等収益の構成項目は、商業銀行関連業務、為替、信託関連、
保証、証券関連、その他の各業務。

２． 国内と海外の間で相殺消去があり各項目の合計はFG合計には一致し
ない。

３． 割合はFG合計に占める割合。
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銀
行
業
務
と
の
関
連
が
深
い
た
め
、
役
務
取
引
等
収
益
を
単
独
で
取
り
出
し
て
議
論
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
適
切
で
は
な
い
。
確
か

に
役
務
取
引
等
を
切
り
離
し
て
拡
大
で
き
れ
ば
効
率
的
で
あ
ろ
う
が
、
そ
れ
が
可
能
か
ど
う
か
は
Ｆ
Ｇ
と
し
て
金
融
業
務
を
将
来
的

に
ど
の
よ
う
に
構
築
す
る
か
に
か
か
っ
て
い
る
。

５　

業
務
セ
グ
メ
ン
ト
別
分
析

　

次
に
、
業
務
セ
グ
メ
ン
ト
別
に
業
務
粗
利
益
、
業
務
純
益
の
推
移
を
確
認
す
る
。
既
述
の
通
り
、
業
務
粗
利
益
は
各
業
務
の
「
売

上
を
稼
ぐ
力
」
で
あ
り
、
こ
れ
が
衰
え
て
い
る
中
で
純
利
益
を
確
保
し
よ
う
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
合
理
化
を
図
る
し
か
な
い
。
逆

に
、
業
務
粗
利
益
が
堅
調
で
あ
れ
ば
、
次
へ
の
投
資
も
可
能
と
な
り
、
更
な
る
業
務
展
開
の
道
が
開
け
る
。
業
務
セ
グ
メ
ン
ト
の
分

け
方
は
Ｆ
Ｇ
ご
と
に
異
な
る
が
、
概
ね
リ
テ
ー
ル
部
門
（
個
人
、
中
小
法
人
を
対
象
）、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
部
門
（
大
企
業
を
対
象
）、

グ
ロ
ー
バ
ル
部
門
（
国
際
業
務
を
対
象
）、
市
場
部
門
（
主
に
証
券
市
場
を
対
象
）、
本
社
部
門
と
な
っ
て
い
る
。
企
業
の
買
収
・
合

併
な
ど
を
取
り
扱
う
投
資
銀
行
業
務
は
独
立
し
た
業
務
部
門
と
し
て
い
る
場
合
も
あ
る
が
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
部
門
や
グ
ロ
ー
バ
ル
部

門
に
属
す
る
場
合
も
あ
る
。

　

各
Ｆ
Ｇ
の
業
務
セ
グ
メ
ン
ト
別
の
業
務
粗
利
益
、
業
務
純
益
、
従
業
員
一
人
当
た
り
業
務
純
益
（
除
く
非
正
規
雇
用
者
）
を
見
る

と
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
で
は
業
務
粗
利
益
ベ
ー
ス
で
は
法
人
・
リ
テ
ー
ル
が
三
四
・
〇
％
と
最
大
の
割
合
を
占
め
て
い
る
が
、
業
務
純
益
に

な
る
と
そ
の
割
合
は
低
下
し
、
一
人
当
た
り
で
は
六
・
九
百
万
円
と
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
バ
ン
ク
の
五
分
の
一
、
市
場
営
業
部
門
の
二

〇
分
の
一
と
な
っ
て
い
る
。
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
も
同
様
で
あ
り
、
リ
テ
ー
ル
部
門
が
業
務
純
益
に
占
め
る
割
合
は
二
〇
・
二
％
、
同
一
人
当

た
り
は
七
・
〇
百
万
円
で
市
場
営
業
部
門
の
三
九
分
の
一
と
な
っ
て
い
る
。
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
で
は
リ
テ
ー
ル
事
業
法
人
部
門
が
業
務
純
益

に
占
め
る
割
合
は
五
・
三
％
、一
人
当
た
り
で
は
一
・
九
百
万
円
と
グ
ロ
ー
バ
ル
・
マ
ー
ケ
ッ
ツ
部
門
の
一
〇
八
分
の
一
で
あ
る
。
も
っ
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と
も
、
リ
テ
ー
ル
業
務
は
Ｆ
Ｇ
の
出
自
で

あ
る
商
業
銀
行
の
根
幹
で
あ
り
、
ま
た
市

場
営
業
業
務
等
と
は
ビ
ジ
ネ
ス
・
モ
デ
ル

が
異
な
る
の
で
短
期
的
な
単
純
比
較
は
意

味
を
持
た
な
い
が
、
他
方
で
リ
テ
ー
ル
業

務
は
業
務
粗
利
益
の
伸
び
悩
み
に
よ
り
経

費
率
が
八
〇
％
か
ら
九
〇
％
と
高
い
水
準

と
な
っ
て
い
る
。
既
に
各
Ｆ
Ｇ
は
有
人
支

店
の
統
廃
合
、
Ａ
Ｔ
Ｍ
拠
点
の
縮
減
、
顧

客
の
ネ
ッ
ト
・
バ
ン
キ
ン
グ
へ
の
誘
導
な

ど
合
理
化
を
推
進
し
て
い
る
が
、
金
融
緩

和
が
長
期
化
す
る
中
で
他
部
門
と
の
収
益

乖
離
傾
向
が
続
く
と
な
る
と
、
当
然
の
こ

と
な
が
ら
リ
テ
ー
ル
部
門
の
一
段
の
見
直

し
が
必
須
と
な
る
だ
ろ
う
。

表５　FGのセグメント別利益状況（2021年３月期）

2021.03 業務粗利
（億円）

構成比
（％）

業務純益
（億円）

構成比
（％）

経費率
（％）

一人当たり
業務純益
（百万円）

人員数
（人）

MUFG
　法人・リテール 13,894 34.0 2,590 20.7 81.4 6.9  37,805
　CB 5,599 13.7 2,406 19.3 57.0 35.7   6,736
　グローバルCIB 4,263 10.4 1,565 12.5 63.3 62.8   2,490
　グローバルCMB 7,832 19.2 2,742 22.0 65.0 5.1  53,875
　受託財産 2,935 7.2 834 6.7 71.6 15.1   5,535
　市場事業 6,348 15.6 4,008 32.1 36.9 137.2   2,921
　その他 －49 －0.1 －1,659 －13.3  28,799

合計 40,823 100.0 12,486 100.0 69.4 9.0 138,161
SMFG
　ホールセール 6,349 22.6 3,885 35.8 38.8 42.3   9,193
　リテール 11,274 40.2 2,192 20.2 80.6 7.0  31,285
　グローバル 7,237 25.8 3,667 33.8 49.3 12.3  29,875
　市場事業 4,607 16.4 4,135 38.1 10.2 269.7   1,533
　本社管理等 －1,405 －5.0 －3,039 －28.0 －20.4  14,895

合計 28,062 100.0 10,840 100.0 61.4 12.5  86,781
MHFG
　リテール事業法人 6,799 30.9 425 5.3 93.7 1.9  22,522
　大企業・金融・公共法人 4,919 22.3 2,861 35.8 41.8 126.7   2,259
　G・コーポレート 4,506 20.5 2,100 26.3 53.4 22.9   9,181
　G・マーケッツ 4,872 22.1 2,682 33.5 45.0 205.2   1,307
　アセットマネジメント 504 2.3 109 1.4 78.3 7.0   1,567
　その他 408 1.9 －180 －2.3 144.2 －1.0  17,656

合計 22,007 100.0 7,998 100.0 63.7 14.7  54,492
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６　

Ｆ
Ｇ
内
に
占
め
る
銀
行
（
単
体
）
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン

　

Ｆ
Ｇ
発
足
当
初
よ
り
中
核
を
占
め
る
銀
行
単
体
（
Ｂ
Ｋ
）
の
Ｆ
Ｇ

内
に
お
け
る
位
置
づ
け
に
変
化
が
生
じ
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
認
す

る
。
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直
前
の
二
〇
〇
八
年
三
月
期
と
異
次
元

金
融
緩
和
政
策
導
入
直
前
の
二
〇
一
三
年
三
月
期
、
直
近
の
二
〇
二

一
年
三
月
期
に
つ
い
て
、
Ｂ
Ｋ
が
Ｆ
Ｇ
内
に
お
い
て
占
め
る
割
合
の

変
化
を
見
る
と
、
各
Ｆ
Ｇ
と
も
業
務
粗
利
益
（
営
業
経
費
控
除
前
）

に
占
め
る
Ｂ
Ｋ
の
割
合
が
経
年
と
と
も
に
低
下
し
、
直
近
で
は
六

〇
％
台
に
ま
で
低
下
し
て
い
る
。
業
務
項
目
別
に
詳
細
を
見
る
と
、

Ｂ
Ｋ
の
中
心
業
務
で
あ
る
資
金
運
用
収
支
で
は
、
直
近
で
も
Ｆ
Ｇ
全

体
の
七
〇
〜
八
〇
％
を
確
保
し
て
い
る
が
、
役
務
取
引
等
収
支
や
特

定
取
引
収
支
で
は
そ
の
割
合
が
低
下
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
金
融
業

務
が
多
様
化
す
る
中
で
、
銀
行
連
結
内
の
海
外
子
会
社
や
金
融
子
会

社
の
展
開
、
銀
行
連
結
外
の
Ｆ
Ｇ
関
連
会
社
の
業
務
拡
大
が
進
行
し

て
い
る
こ
と
を
反
映
し
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
Ｆ
Ｇ
業
務
粗
利
益
に

占
め
る
銀
行
単
体
の
割
合
は
各
Ｆ
Ｇ
と
も
次
第
に
低
下
し
、
直
近
で

は
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
が
三
八
・
八
％
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
が
五
二
・
七
％
ま
で
低
下

し
て
い
る
。

表６　FG収益に占める銀行単体の割合

FG連結ベース係数（10億円） 銀行単体がFG内に占める割合（％）
MUFG SMFG MHFG MUFG SMFG MHFG

2008.03
資金運用収支 1,842 1,210 1,064 78.5 80.2 84.7
役務取引等収支 1,074 612 495 35.6 54.3 62.5
特定取引収支 365 470 56 9.0 93.9 n.a.
業務粗利益 3,513 2,116 1,661 49.4 70.2 93.3
2013.03 0 0 0

資金運用収支 1,817 1,393 1,076 64.6 86.6 75.0
役務取引等収支 1,042 908 507 40.7 63.2 56.2
特定取引収支 288 167 215 42.4 81.5 22.1
業務粗利益 3,634 2,793 2,172 56.5 78.3 56.8
2021.03 0 0 0

資金運用収支 1,905 1,335 906 44.4 70.1 86.7
役務取引等収支 1,335 1,094 687 29.4 30.2 61.6
特定取引収支 350 200 388 31.0 8.4 21.5
業務粗利益 3,998 2,806 2,199 38.8 52.7 61.3

（注）MHFGの銀行単体は、みずほ銀行とみずほコーポレート銀行の計数の合算。
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ま
と
め

　

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
メ
ガ
バ
ン
ク
Ｆ
Ｇ
は
過
去
一
三
年
間
（
二
〇
〇
八
年
三
月
期
か
ら
二
〇
二
一
年
三
月
期
）
に
資
産

総
額
を
約
一
・
七
倍
に
増
加
さ
せ
た
が
、
収
益
力
は
む
し
ろ
低
下
し
た
。
そ
の
原
因
は
銀
行
部
門
の
不
振
で
、
主
因
は
国
内
の
銀
行

部
門
に
あ
る
。
と
り
わ
け
資
金
運
用
勘
定
の
内
の
貸
出
金
の
収
益
が
大
幅
金
融
緩
和
政
策
を
反
映
し
減
少
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

同
時
に
、
貸
出
市
場
が
成
熟
化
し
、
市
場
と
し
て
の
成
長
性
に
限
界
が
来
て
い
る
点
も
見
逃
せ
な
い
。
二
〇
二
〇
年
初
来
の
新
型
コ

ロ
ナ
感
染
症
の
影
響
で
貸
出
金
は
一
時
的
に
増
加
し
た
が
そ
の
収
益
性
は
決
し
て
高
い
も
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
将
来
の
不
稼
働
資

産
に
な
り
か
ね
な
い
リ
ス
ク
も
含
ん
で
い
る
。
一
方
で
、
収
益
が
安
定
し
て
い
る
役
務
取
引
等
収
支
を
維
持
す
る
に
は
、
商
業
銀
行

の
ベ
ー
ス
が
必
要
で
あ
る
。
商
業
銀
行
部
門
を
捨
て
れ
ば
、
役
務
取
引
等
収
支
の
ベ
ー
ス
が
失
わ
れ
か
ね
な
い
。
し
か
し
、
一
方
で

役
務
取
引
等
収
支
の
う
ち
Ｂ
Ｃ
以
外
の
割
合
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
、
商
業
銀
行
と
い
う
ベ
ー
ス
が
将
来
的
に
不
要
と
な
る
可
能

性
を
示
唆
し
て
い
る
。

　

二
〇
二
一
年
央
の
金
融
・
財
政
状
況
を
前
提
と
す
る
と
、
暫
く
は
日
銀
が
大
幅
な
金
融
緩
和
政
策
を
転
換
す
る
条
件
は
整
わ
な
い

だ
ろ
う
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
Ｆ
Ｇ
の
収
益
性
の
観
点
か
ら
は
国
内
銀
行
部
門
、
特
に
リ
テ
ー
ル
部
門
の
切
り
離
し
（
売
却
・
撤
退
）

が
視
野
に
入
っ
て
く
る
可
能
性
も
あ
る
。
Ｆ
Ｇ
の
設
立
母
体
だ
け
に
そ
の
決
断
に
至
る
ま
で
は
相
当
の
時
間
を
要
す
る
だ
ろ
う
が
、

膨
大
な
資
産
を
保
有
し
な
が
ら
収
益
性
が
著
し
く
低
い
国
内
銀
行
部
門
を
残
す
理
由
を
探
す
と
す
れ
ば
、
金
融
危
機
時
の
「
保
険
」

と
し
て
の
位
置
づ
け
と
な
る
。
市
場
部
門
が
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
の
よ
う
な
金
融
危
機
に
晒
さ
れ
て
も
、
公
的
資
金
の
ス
キ
ー
ム

に
よ
り
国
内
銀
行
部
門
が
あ
れ
ば
公
的
に
救
済
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

金
融
緩
和
政
策
が
超
長
期
化
す
る
中
で
Ｆ
Ｇ
内
の
商
業
銀
行
業
務
の
重
要
性
が
低
下
し
、
代
わ
っ
て
低
金
利
の
下
で
証
券
関
連
業

務
の
重
要
性
が
増
大
し
て
い
る
。
経
済
成
長
の
鈍
化
と
金
融
政
策
が
日
本
の
金
融
機
能
を
間
接
金
融
か
ら
直
接
金
融
或
い
は
市
場
型



（60）

金
融
に
移
行
さ
せ
る
推
進
力
に
な
っ
て
い
る
と
す
れ
ば
そ
れ
自
体
は
興
味
深
い
こ
と
だ
が
、
そ
の
中
で
メ
ガ
バ
ン
ク
Ｆ
Ｇ
が
ど
の
よ

う
な
役
割
を
演
じ
る
こ
と
に
な
る
の
か
は
今
後
の
注
目
す
べ
き
課
題
で
あ
る
。

﹇
謝
辞
﹈
本
稿
は
桃
山
学
院
大
学
共
同
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
二
〇
連
二
七
七
：
デ
ジ
タ
ル
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
よ
る
地
域
活
性
化
の
可
能
性
）
の
成

果
の
一
つ
で
す
。
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
支
援
に
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

注（
１
）　 

本
稿
で
は
、
メ
ガ
バ
ン
ク
・
グ
ル
ー
プ
の
呼
称
と
し
て
略
語
を
使
用
す
る
。
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
：
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
グ
ル
ー
プ
（
Ｆ

Ｇ
連
結
）、
Ｍ
Ｕ
Ｂ
Ｃ
：
同
銀
行
グ
ル
ー
プ
（
銀
行
連
結
）、
Ｍ
Ｕ
Ｂ
Ｋ
：
同
銀
行
（
単
体
）、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
：
三
井
住
友
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・

グ
ル
ー
プ
（
Ｆ
Ｇ
連
結
）、
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
：
同
銀
行
グ
ル
ー
プ
（
銀
行
連
結
）、
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｋ
：
同
銀
行
（
単
体
）、
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
：
み
ず
ほ
フ
ィ

ナ
ン
シ
ャ
ル
・
グ
ル
ー
プ
（
Ｆ
Ｇ
連
結
）、
Ｍ
Ｈ
Ｂ
Ｃ
：
同
銀
行
グ
ル
ー
プ
（
銀
行
連
結
）、
Ｍ
Ｈ
Ｂ
Ｋ
：
同
銀
行
（
単
体
）

（
２
）　 

連
結
子
会
社
の
括
り
方
は
、
Ｆ
Ｇ
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
や
Ｍ
Ｈ
Ｆ
Ｇ
で
は
銀
行
と
信
託
銀
行
は
並
列
の
子
会

社
で
あ
る
が
、
Ｓ
Ｍ
Ｆ
Ｇ
で
は
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
信
託
銀
行
は
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
の
一
〇
〇
％
子
会
社
と
な
っ
て
い
る
。

（
な
か
の　

み
つ
ひ
こ
・
桃
山
学
院
大
学
教
授
）


